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※本資料は、総務省に提出した普通会計決算状況調査に基づき作成したものです。 

武雄市における普通会計は、一般会計および国道３４号用地先行取得事業特別会計を純計処理したもの

となります。 
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令和３年度武雄市普通会計決算の概要 
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＜用語解説＞ 

実 質 収 支 ： 

実 質 収 支 比 率 ： 

単 年 度 収 支 ： 

実質単年度収支 ： 

 

標 準 財 政 規 模 ： 

 

歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額で、実質的な収入と支出の差額 

実質収支の標準財政規模に対する割合で、一般的におおむね 3～5％程度が望ましいとされている。 

当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差引いた額 

単年度収支に実質的な黒字要素（財政調整基金への積立金及び地方債の繰上償還額）を加え、赤字要素

（財政調整基金の取崩し金）を差し引いた額 

地方公共団体の経常的一般財源の標準規模を表すもので、次のとおりに算定する。 

 

  

地方譲与税

交通安全対策

特別交付金

個人住民税 地方譲与税

（税源移譲分） 交通安全対策

地方消費税 特別交付金

（引上げ分）

※決算額ではなく、いずれも普通交付税算定時の数値を用いる。

100

＋
臨時財政対策債

発行可能額
標準財政規模　＝ 基準財政収入額　－ ＋ ＋　　普通交付税×

75

１ 決算規模 

1.令和３年度の武雄市の普通会計の決算規模は、歳入歳出ともに前年度を下回った。 
 

2.歳入総額は、新型コロナウイルス対策に伴う国庫支出金やまちづくり応援寄附金の減少によ

り、前年度比6億1,140万円減(1.8%減)の335億6,821万円となった。 
 

3.歳出総額は、新型コロナウイルス対策に伴う特別定額給付金等の補助費や災害復旧費の減に

より、前年度比23億5,935万円減(7.1％減)の309億5,856万円となった。 

２ 決算収支 

1.実質収支は、15億9,843万円となり、前年度と比較して黒字額は11億8,281万円増加した。 
 

2.実質収支比率は、11.4％となり前年度と比較して8.3％増加した。 
 

3.実質単年度収支は、財政調整基金積立金は減少したが、単年度収支の大幅な増加により、8億

5,462万円となり、前年度と比較して大幅に増加した。 

【決算規模の状況】

区　　分 令和3年度 令和2年度 増減額 増減率

歳入総額 335億6,821万円 341億7,961万円 △6億1,140万円 △1.8%

歳出総額 309億5,856万円 333億1,791万円 △23億5,935万円 △7.1%

歳出歳入差引額
（形式収支）

26億　965万円 8億6,170万円 17億4,795万円 202.8%

【決算収支の状況】

区　　分 実質収支 実質収支比率 単年度収支 実質単年度収支

令和3年度 15億9,843万円 11.4% 11億8,281万円 8億5,462万円

令和2年度 4億1,562万円 3.1% △4億3,935万円 △2億8,416万円

増減額（率） 11億8,281万円 8.3% 16億2,216万円 11億3,878万円
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注 1 その他とは、地方譲与税、地方特例交付金、利子割交付金等各種交付金、分担金及び負担金、諸収入などである。 

注 2 一般財源は、地方税、地方交付税、その他のうち地方譲与税、地方特例交付金、利子割交付金等各種交付金の合計である。 

 

３ 歳  入 

1. 地方税（市税） 

  地方税は、個人市民税は減少したものの、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税

のいずれも増加し、総額で前年度比6,766万円増(1.2％増)の57億6,446万円となった。 

また、歳入総額に占める割合は前年度比0.5％増の17.2％となった。 
 

2. 地方交付税 

  普通交付税の増、令和3年8月11日からの大雨による災害にかかる特別交付税の増により、前年度比9億

300万円増（13.6％増）の75億3,839万円となった。 
 

3. 国庫支出金 

新型コロナウイルス対策として行われた、特別定額給付金事業補助金の減により、前年度比38億3,247

万円減（38.3％減）の61億6,550万円となった。 
 

4. 県支出金 

 国民スポーツ大会競技施設整備費補助金や災害救助費負担金等の増により、前年度比3億4,788万円増

（10.6％増）の36億2,905万円となった。 
 

5. 繰入金 

 合併振興基金繰入金は減となったが、財政調整基金繰入金、まちづくり応援基金繰入金、公共施設整備

基金繰入金の大幅な増により、前年度比11億6,305万円増（154.7％増）の19億1,475万円となった。 
 

6. 地方債 

 新球場、新体育館建設による公共施設等適正管理推進事業債や臨時財政対策債の増加により、前年比13

億7,307万円増（56.1%増）の38億1,982万円となった。 
 

7. 一般財源 

地方税、地方交付税の増加により、前年度比12億2,409万円増(8.9%増)の150億597万円となった。 

【歳入の状況】

決算額 構成比 増減額 増減率

地方税（市税） 57億6,446万円 17.2% 6,766万円 1.2% 56億9,680万円

地方交付税 75億3,839万円 22.4% 9億　300万円 13.6% 66億3,539万円

国庫支出金 61億6,550万円 18.4% △38億3,247万円 △38.3% 99億9,797万円

県支出金 36億2,905万円 10.8% 3億4,788万円 10.6% 32億8,117万円

繰入金 19億1,475万円 5.7% 11億6,305万円 154.7% 7億5,170万円

地方債 38億1,982万円 11.4% 13億7,307万円 56.1% 24億4,675万円

　うち臨時財政対策債 7億5,622万円 2.3% 2億2,527万円 42.4% 5億3,095万円

その他 47億3,624万円 14.1% △6億3,359万円 △11.8% 53億6,983万円

歳入合計 335億6,821万円 100.0% △6億1,140万円 △1.8% 341億7,961万円

　うち一般財源 150億　597万円 44.7% 12億2,409万円 8.9% 137億8,188万円

令和３年度 令和２年度
決　算　額

区　　分
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その他

地方債

繰入金

県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方税

271億 1,690万円 341億 7,961万円287億 4452万円 267億 80万円 335億 6,821万円

令和３年度 増減率

入湯税 1,555万円 10.4%

市たばこ税 4億　893万円 8.7%

軽自動車税 2億　967万円 3.6%

固定資産税 27億8,373万円 1.2%

市民税（法人） 4億3,922万円 6.9%

市民税（個人） 19億　736万円 △1.8%

合計 57億6,446万円 1.2%
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４ 歳出（目的別） 

1.総務費は、特別定額給付金事業費の減により減少した。 

2.民生費は、災害に伴う応急修繕料や新型コロナウイルス対策にかかる臨時特別給付金の増により、 

増加した。 

3.衛生費は、災害廃棄物処理委託料や新型コロナワクチン接種にかかる委託料の増により、増加した。 

4.農林水産業費は、佐賀県農業機械等被災者支援事業費の増により、増加した。 

5.土木費は、市営志久住宅建設工事費の減により、減少した。 

6.教育費は、朝日公民館建設工事費や新球場建設工事費の増により、増加した。 

7.災害復旧費は、令和元年８月豪雨による農業用施設等の災害復旧工事費の減により、減少した。 

8.公債費は、定例償還元金（北方小学校整備にかかる過疎対策事業債等）の増により、増加した。 

9.その他では、消防費（防災情報発信システム構築業務委託料等）の増により、増加した。 

【目的別歳出決算の状況】

決算額 構成比 増減額 増減率

総務費 32億　899万円 10.4% △57億4,959万円 △64.2% 89億5,858万円

民生費 108億2,784万円 35.0% 17億8,506万円 19.7% 90億4,278万円

衛生費 26億2,434万円 8.5% 8億7,998万円 50.4% 17億4,436万円

農林水産業費 11億5,042万円 3.7% 7,287万円 6.8% 10億7,755万円

土木費 28億6,597万円 9.2% △5億3,323万円 △15.7% 33億9,920万円

教育費 42億4,895万円 13.7% 15億　808万円 55.0% 27億4,087万円

災害復旧費 6億7,906万円 2.2% △7億2,050万円 △51.5% 13億9,956万円

公債費 29億6,162万円 9.6% 5,357万円 1.8% 29億　805万円

その他 23億9,137万円 7.7% 3億4,441万円 16.8% 20億4,696万円

歳出合計 309億5,856万円 100.0% △23億5,935万円 △7.1% 333億1,791万円

注　その他とは、議会費、労働費、商工費、消防費、諸支出金である。

区　　分

令和３年度
令和２年度
決　算　額
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５ 歳出（性質別） 

1. 義務的経費 

・人件費は、職員給や退職金等については減となったが、災害対応等にかかる時間外勤務手当が増とな

り、前年比0.3%の増となった。 

・扶助費は、新型コロナウイルス対策にかかる臨時特別給付金等の増により、前年比22.1%の増となっ

た。 

・公債費は、定例償還元金の増により前年度比1.8％の増となった。 
 

2. 投資的経費 

・普通建設事業費は、新球場、新体育館の建設事業費や朝日公民館建設事業費の増により、前年比57.9％

の大幅な増となった。 

・災害復旧事業費は、令和元年８月豪雨の災害復旧工事費の減により、前年度比51.5%の大幅な減とな

った。 
 

3. その他の経費 

・物件費は、災害廃棄物処理委託料が増となったが、タブレット端末購入費やふるさと納税業務委託料

の減により、前年比1.2%の減となった。 

・補助費等は、特別定額給付金事業費の減により、前年比52.0%大幅な減となった。 

・積立金は、まちづくり応援基金の減により、前年度比56.3%の大幅な減となった。 

・繰出金は、国民健康保険特別会計繰出金や杵藤広域圏介護保険事業負担金が増となったが、後期高齢

者医療広域連合負担金の減により、前年比0.2%の減となった。 

【性質別歳出決算の状況】

決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 136億3,842万円 44.1% 13億8,268万円 11.3% 122億5,574万円

人件費 33億9,577万円 11.0% 994万円 0.3% 33億8,583万円

うち職員給 19億3,387万円 6.2% △578万円 △ 0.3% 19億3,965万円

扶助費 72億8,104万円 23.5% 13億1,918万円 22.1% 59億6,186万円

公債費 29億6,161万円 9.6% 5,356万円 1.8% 29億　805万円

投資的経費 61億7,209万円 19.9% 12億9,329万円 26.5% 48億7,880万円

普通建設事業費 54億9,303万円 17.7% 20億1,379万円 57.9% 34億7,924万円

うち補助事業費 20億1,828万円 6.5% △1億1,483万円 △ 5.4% 21億3,311万円

うち単独事業費 33億9,452万円 11.0% 22億2,904万円 191.3% 11億6,548万円

災害復旧事業費 6億7,906万円 2.2% △7億2,050万円 △51.5 13億9,956万円

その他の経費 111億4,805万円 36.0% △50億3,532万円 △31.1 161億8,337万円

うち物件費 39億5,108万円 12.8% △4,782万円 △ 1.2% 39億9,890万円

うち補助費等 41億6,806万円 13.5% △45億2,273万円 △ 52.0% 86億9,079万円

うち積立金 4億4,391万円 1.4% △5億7,258万円 △ 56.3% 10億1,649万円

うち繰出金 21億9,321万円 7.1% △385万円 △ 0.2% 21億9,706万円

歳出合計 309億5,856万円 100.0% △23億5,935万円 △ 7.1% 333億1,791万円

令和３年度 令和２年度
決　算　額

区　　分
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６ 財政構造 

【参考】 

経常収支比率…歳出総額を経常的経費と臨時的経費に区分し、経常的経費に充当された一般財源等の経常一般財源総額に対する割

合であり、地方税、普通交付税を中心とする経常一般財源が、人件費、扶助費、公債費のように縮減することが困難な

経費にどの程度消費されたかによって、財政構造の弾力性を判断するものである。 

 

経常収支比率 ＝ 
経常的経費充当一般財源 

× 100（％） 
経常一般財源＋臨時財政対策債 

 

実質公債費比率…平成 18 年 4 月から地方債協議制度への移行に伴い、公債費による財政負担を判断し、起債に協議を要する団体と

許可を要する団体とを判定するための指標として新たに導入されたものである。 

18％以上となる地方公共団体については、地方債協議制度移行後においても、起債にあたり許可が必要となる。

実質公債費比率が 25％以上の団体については、一定の地方債（一般単独事業にかかる地方債）の起債が制限さ

れ、35％以上の団体については、さらにその制限の度合いが高まる（一部の一般公共事業にかかる地方債について

も制限される。）こととなる。 

実質公債費比率 ＝  
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 

× 100（％） 
Ｅ＋Ｆ－Ｄ 

           上記の算式によって得た比率の過去３年平均をいう。 

           Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く。） 

           Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（債務負担行為、繰出金、一部事務組合負担金のうち公債費にかかるもの） 

           Ｃ：元利償還金等に充てられる特定財源 

           Ｄ：普通交付税の額の基準財政需要額に算入された地方債の元利償還金 

           Ｅ：標準財政規模（標準税収入額＋普通交付税の額） 

           Ｆ：臨時財政対策債発行可能額 
 

1. 経常収支比率 
・収入において経常一般財源は、普通交付税や地方消費税交付金の増などにより、経常一般財源は前年度より7億4,627

万円増となった。また、物件費や補助費などへの経常経費充当一般財源が減少したことにより、経常収支比率は前年

度比9.5％減の86.1%となった。 

・今後、扶助費や公債費などの経常的経費はさらに増加する見込みであり、自主財源の確保及び経常的経費の削減 

により一層努めなければならない。 
 

2. 実質公債費比率 
・北方小学校整備事業や市営高野小原住宅建設事業にかかる元利償還金が増加したため、実質公債費比率は前年度比

0.5%増の9.5%となった。 

・今後、新体育館建設工事や文化会館建替工事等、老朽化した施設の更新等にかかる地方債の発行に伴い、元利償還 

金の増加が見込まれるため実質公債費比率は上昇していくことが予測される。 

 

3．起債制限比率 
・起債制限比率は、実質公債費比率の導入以前に地方債の制限を行うものとして使用されてきた指標である。 

・令和３年度は、前年度比0.9%増の7.9%となった。 

【経常収支比率・実質公債費比率等の状況】

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

経常収支比率 92.7 90.0 94.3 95.6 86.1

実質公債費比率 7.9 8.2 8.6 9.0 9.5

起債制限比率 6.4 6.3 6.6 7.0 7.9
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７ 将来にわたる実質的な財政負担 

・将来にわたる実質的な財政負担額（地方債現在高と債務負担行為額との合計額から積立金現在高を差し

引いた額）は、平成 17 年度(185 億 5,801 万円)をピークに減少していたが、平成 24 年度（140 億 6,561

万円）以降、地方債現在高の増により増加に転じた。 

令和３年度は前年度と比較して、地方債現在高は増加、債務負担行為額は減少、積立金現在高は減少し

たことにより、20億 330万円増（11.0％増）の 202億 1,839 万円となった。 

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350
億円

年度

将来にわたる実質的な財政負担の推移

債務負担行為額

地方債現在高 A

積立金現在高 C

地方債現在高＋債務負

担行為額－積立金現在

高

２９ ３０ 元 R２ R３

50

100

150

令和元年度 令和2年度 令和3年度
増減額　R3-R2

（増減率）

地方債現在高　Ａ 286億8,455万円 283億8,872万円 293億8,650万円
9億9,778万円

（3.5％）

うち臨時財政対策債 91億5,532万円 89億1,343万円 88億4,214万円
△7,129万円

（△0.8％）

債務負担行為額　Ｂ 11億8,002万円 10億6,634万円 7億　242万円
△3億6,392万円

（△34.1％）

積立金現在高　Ｃ 108億8,107万円 112億3,997万円 98億7,053万円
△13億6,944万円

（△12.2％）

財政調整基金 26億8,718万円 28億4,238万円 25億1,419万円
△3億2,819万円

（△11.5％）

減債基金 8億7,272万円 8億8,141万円 10億8,834万円
　2億　693万円

（23.5％）

その他特定目的基金 73億2,116万円 75億1,617万円 62億6,800万円
△12億4,817万円

（△16.6％）

189億8,350万円
【143.9%】

182億1,509万円
【135.7%】

202億1,839万円
【144.3%】

20億　330万円
（11.0％）

区　　　　　　分

Ａ＋Ｂ－Ｃ
【対標準財政規模】
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・地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94号）により、地方公共団体は、 

毎年度、以下の健全化判断比率（４指標）を監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表する 

こととなっている。 

 

・早期健全化基準を上回ると、財政健全化計画の策定が義務付けられ、国への報告義務を負うことと

なる。また、財政再生基準を上回ると、財政再生計画の策定が義務付けられ、計画について総務大

臣の同意を得なければならない。 

 

・武雄市の令和３年度決算にかかる財政健全化判断比率は以下のとおりとなっており、市財政の早期

健全化・再生に関する指標とされている健全化判断比率は、いずれも早期健全化基準を下回ってい

る。 

８ 健全化判断比率 

【健全化判断比率の状況】

指標名 内　　　　　　容
比　率 早期健全化

基　　　準
財政再生
基　　準

実質赤字比率
普通会計における実質赤字の標準財政規
模に対する比率

な　し
(黒字比率11.40%)

12.86% 20.00%

連結実質赤字比率
全会計における実質赤字の標準財政規模
に対する比率

な　し
(黒字比率18.49%)

17.86% 30.00%

実質公債費比率

普通会計における公債費や、特別会計、
公営企業会計、一部事務組合への公債費
に係る繰出金等も含めた額の標準財政規
模に対する比率

9.5% 25.0% 35.0%

将来負担比率

普通会計が将来負担すべき実質的な負債
（特別会計、公営企業会計、一部事務組
合、出資法人等を含む）の標準財政規模
に対する比率

18.1% 350.0%


